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第３１号議案 

令和２年度芦屋市下水道事業会計予算 

  （総則） 

第１条 令和２年度芦屋市下水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。 

  （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。 

 (1)  処 理 面 積                     1,124ha 

 (2)  年 間 処 理 水 量                               19,206,000ｍ3

 (3)  一日平均処理水量                                    52,619ｍ3

 (4)  主要な建設改良事業

   管渠，芦屋下水処理場，南芦屋浜下水処理場及び抽水場の整備事業費 

519,647 千円 

  （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。 

収            入 

  第１款  下水道事業収益                            3,150,987 千円 

第１項 営 業 収 益                                  1,787,379 千円 

第２項 営 業 外 収 益                                    1,363,508 千円 

第３項 特 別 利 益                                        100 千円 

支            出 

  第１款  下水道事業費用                            2,867,448 千円 

第１項 営 業 費 用                                  2,608,322 千円 

第２項 営 業 外 費 用                                     246,926 千円 

第３項 特 別 損 失                                        2,200 千円 

第４項 予 備 費                                       10,000 千円 

  （資本的収入及び支出） 

第４条  資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額 834,540 千円は，当年度損益勘定留保資金  599,607
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千円，当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額               43,007 千円，当年度利益

剰余金処分額 191,926 千円で補 するものとする。）。 

収            入 

  第１款  資 本 的 収 入                                        531,386 千円 

第１項 企 業 債                391,200 千円 

第２項 他 会 計 補 助 金                              5,076 千円 

第３項 国 庫 補 助 金                            135,100 千円 

第４項 固定資産売却代金                                10 千円 

支            出 

  第１款  資 本 的 支 出                                    1,365,926 千円 

第１項 建 設 改 良 費                                      519,647 千円 

第２項 固 定 資 産 購 入 費                              2,150 千円 

第３項 企 業 債 償 還 金                                     834,129 千円 

第４項 予 備 費                10,000 千円 

  （債務負担行為） 

第５条  債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のとおりと定

める。 

 事 項 期 間 限 度 額 

兵庫東流域下水汚泥 

処 理 事 業 負 担 金 

令和 3年度から 

令和 32年度まで 

元金 103,600 千円に 

利息相当額を加算した額 

南芦屋浜下水処理場 

監視制御装置更新工事 
令和 3年度 110,000 千円 

  （企業債） 

第６条  起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定

める。 

    起債の目的及び限度額 下水道事業 391,200 千円 

    起債の方法 国又は銀行その他から普通貸借又は証券発行による。 

    利 率       ５.０％以内（ただし，利率見直し方式で借り入れる政府資金等に

ついて，利率の見直しを行った後においては，当該見直し後の利率） 

    償還の方法  借入れの日から据置期間を含め，４０年以内に毎年度元利均等その        

              他の方法により償還する。なお，借入先の融通条件に変更があるとき  
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              は，その融通条件に従う。ただし，財政の都合その他によっては，定 

              額以上を償還し，又は上記利率の範囲内で借換えすることができる。 

  （一時借入金） 

第７条  一時借入金の限度額は，1,000,000 千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと

定める。 

 (1)  営業費用，営業外費用，特別損失 

  （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流

用し，又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経な

ければならない。 

 (1)  職員給与費                                          196,552 千円 

  （他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業の雨水処理費等に充当するため，他会計からこの会計へ補助を

受ける金額は，483,702 千円である。 

 （利益剰余金の処分） 

第１１条  当年度利益剰余金のうち 191,926 千円は，次のとおり処分するものと定

める。 

 (1)  減債積立金                      191,926 千円 

（たな卸資産購入限度額） 

第１２条  たな卸資産の購入限度額は，17,186 千円と定める。 

     令和２年２月１８日提出 

                                               芦屋市長  伊 藤  舞    
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1

1

1

2

3

担金

4

2

1

2

3

3

1 過 年 度 損 益 100

修 正 益

雑 収 益 315

特 別 利 益 100

長期前受金戻入 883,967

会計補助金等

補 助 金 479,226 分流式下水道経費に対する他

収入

営 業 外 収 益 1,363,508

他 会 計負担金 684,607 雨水処理に対する一般会計負

その他営業収益 17,650 河川海岸環境整備事業費等の

受託事業収益 5,500 下水道取付管工事等負担金

下水道使用料 1,079,622 下水道使用料収入

下水道事業収益 3,150,987

営 業 収 益 1,787,379

令 和 ２ 年 度 芦 屋 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款 項 目 予定額（千円） 備 考
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1

1

1

2

要する費用

3

に要する費用

4

5

6

7

8

2

1

2

3

3

1

2

4

1

支 出

款 項 目 予定額（千円） 備 考

下水道事業費用 2,867,448

営 業 費 用 2,608,322

管 渠 費 224,456 下水道管渠等の維持管理に要す

る費用

芦 屋 下 水 599,250 芦屋下水処理場等の維持管理に

処 理 場 費

南芦屋浜下水 107,884 南芦屋浜下水処理場の維持管理

処 理 場 費

抽 水 場 費 76,100 抽水場の維持管理に要する費用

受 託 事 業 費 5,500 下水道取付管工事に要する費用

する費用

総 係 費 111,558 事業活動全般に関する管理に要

固定資産に係る減価償却費

資 産 減 耗 費 2,100 固定資産の除却損及びたな卸資

減 価 償 却 費 1,481,474

産減耗費

営 業 外 費 用 246,926

支 払 利息 及び 166,926 企業債利息等

企業債取扱諸費

消 費 税 及 び 50,000 消費税及び地方消費税納付額

地 方 消 費 税

雑 支 出 30,000

特 別 損 失 2,200

固 定 資 産 1,100

売 却 損

過 年 度 損 益 1,100 過年度支出

修 正 損

予 備 費 10,000

予 備 費 10,000
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1

1

1

2

1

3

1

4

1

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款 項 目 予定額（千円） 備 考

資 本 的 収 入 531,386

企 業 債 391,200

建 設 改 良 391,200 下水道事業債

等 企 業 債

他 会 計 5,076

助金

補 助 金 他 会 計 5,076 建設改良費等に対する他会計補

国 庫 補 助 金 135,100

補 助 金

国 庫 補 助 金 135,100 建設改良費に対する国庫補助金

固 定 資 産 10

売 却 代 金 固 定 資 産 10

売 却 代 金
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1

1

1

2

3

4

2

1

3

1

4

1

支 出

款 項 目 予定額（千円） 備 考

資 本 的 支 出 1,365,926

建 設 改 良 費 519,647

管 渠 整 備 費 310,643 下水道管渠等の建設改良に要する

費用

芦 屋 下 水 98,203 芦屋下水処理場等の建設改良に要

処理場整備費 する費用

南芦屋浜下水 85,500 南芦屋浜下水処理場の建設改良に

処理場整備費 要する費用

抽水場整備費 25,301 抽水場の建設改良に要する費用

有形固定資産 2,150

固 定 資 産 2,150

購 入 費

購 入 費

企業債償還金 834,129

企 業 債償 還金 834,129 企業債元金償還金

予 備 費 10,000

予 備 費 10,000
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(単位：千円）

１

当年度純利益

減価償却費

引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

その他

小計

利息の支払額

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

補助金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 348,604

業務活動によるキャッシュ・フロー 984,991

△ 487,514

9

140,176

△ 1,275

1,151,917

△ 166,926

7,400

令和２年度芦屋市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー

283,514

1,481,474

△ 883,967

166,926

1,882

92,588

2,100
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３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

△ 442,929

193,458

692,907

886,365

建設改良等企業債による収入 391,200

建設改良等企業債の償還による支出 △ 834,129
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１　総　括

     （単位：千円）

（単位：千円）

手

区分

給 与 費 明 細 書

区分
職員数（人） 給 与 費 法　定

福利費

本年度

合 計
特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計

- 25 8,649 74,545 91,215 174,409 22,143 196,552

前年度 - 22 80,204 96,127 176,331 24,498 200,829

比較 - 3 8,649 △ 5,659 △ 4,912 △ 1,922 △ 2,355 △ 4,277

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特    殊
勤務手当

時 間 外
勤務手当

休    日
勤務手当

当

の 本年度 2,388 11,878 3,312 3,493 918 7,190 489

内 前年度 2,310 13,073 4,381 4,496 1,266 8,269 493

訳 比較 78 △ 1,195 △ 1,069 △ 1,003 △ 348 △ 1,079 △ 4

手

区分 管理職手当
管 理 職 員
特別勤務手当

期末勤勉手当 児童手当
賞与引当金
繰　入　額

退職給付費

当

の 本年度 2,628 66 35,751 1,148 13,550 8,404

内 前年度 3,504 198 36,271 1,080 14,361 6,425

訳 比較 △ 876 △ 132 △ 520 68 △ 811 1,979
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２　給料及び手当の増減額の明細

千円 千円

1

2 ％

3

1

2

区 分

給　料 △ 5,659 給与改定等に 73 人事院勧告に基づく給

増減額 増減額の増減事由別内訳

料表改定

説 明

伴う増減分

備 考

昇給に伴う 364 平均定昇率

増加分

2.06

その他の △ 6,096 職員数の変動等に伴う

増減分 もの

手 当 △ 4,912 給与改定等に 354 人事院勧告に基づく給

伴う増減分 与改定

その他の △ 5,266 職員数の変動等に伴う 会計年度任用職員制度

増減分 もの 創設
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３　給料及び手当の状況

 　（1）職員１人当たり給与

（単位：円）

 　（2）初　任　給

（単位：円）

大　学　卒 186,800 186,800

区 分 事 務 ・ 技 術 職
一 般 会 計 の 制 度

事 務 ・ 技 術 職

高　校　卒 157,300 157,300

平成３１年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 386,828 281,088

平 均 給 与 月 額 527,663 400,767

平 均 年 齢 52歳8月 38歳0月

平 均 給 与 月 額 465,378 386,122

平 均 年 齢 48歳1月 39歳1月

区 分 事 務 職 技 術 職

令和２年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 347,445 285,281
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 （3）級別職員数

（級別の基準となる職務）

17

5.9

100.0

2 11.8

5 29.4

9

２ 級 １ 級

主 事 補

主 査 技 師 技 師 補

主 事

一 般 行 政 職

部 長 課 長 課 長 補 佐 係 長

場 長

主 幹 主 任

2
計

区 分 ５ 級 ４ 級 特 ３ 級 ３ 級

100.0
計

1
１級 １級

２級 ２級
52.9

３級
1 50.0

特３級

４級
50.01

５級

3 100.0 100.0

平成３１年１月１日現在

５級

４級

特３級

３級

17
計 計

11.82

2 66.7 29.4

47.0

１級 １級

２級
8

5

1

特３級

３級

４級 ４級
11.8

令和２年１月１日現在

５級

３級

区 分
級

職 員 数
（ 人 ）

構 成 比
（ ％ ）

級
職 員 数
（ 人 ）

事 務 職 技 術 職

構 成 比
（ ％ ）

特３級

233.3

２級

５級
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（4）普通昇給

（5）特殊勤務手当

19

17

89.5

19

16

84.2

18

81.8

18

22

85.7

2

1

50.0

3

2

代表的な特殊勤務手当の名称 汚 物 取 扱 手 当 ， 技 術 技 能 手 当

支給対象職員１人当たり平均支給月額
（円） 5,393 0 5,393 

（令和２年１月１日現在）

支給対象職員の比率
（％） 16.67 0.00 18.75 

（令和２年１月１日現在）

給料総額に対する比率 （％） 0.31 0.00 0.35 

（人）

区 分 全 職 種 事 務 職

比率（Ｂ）/（Ａ） 66.7

技 術 職

前

年

度

昇 給 に 係 る

職　　員　　数
（Ｂ） （人）

（％）

職　　員　　数 （Ａ）

比率（Ｂ）/（Ａ） （％）

昇 給 に 係 る

職　　員　　数
（Ｂ） （人）

合 計

21
本

年

度

職　　員　　数 （Ａ） （人）

区 分 事 務 職 技 術 職
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（6）期末手当・勤勉手当

（　）内は，再任用職員

（7）定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

（8）その他の手当

通 勤 手 当 同 -

地 域 手 当 同 -

住 居 手 当 同 -

同

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 -

一般会計
の 制 度

定 年 ・
定 年 前
早期退職

同 同 同 同

そ の 他 の
加 算 措 置 等

支給率等
定 年 ・
定 年 前
早期退職

24.586875 33.27075 47.709 47.709
  定年前早期退職
  特例措置
 （2%～45%加算）

4.500

区 分
２０年勤続の者
（ 月 分 ）

２５年勤続の者
（ 月 分 ）

３５年勤続の者
（ 月 分 ）

最 高 限 度
（ 月 分 ）

） （ 2.350 ）
有

2.250 2.250

4.450

一般会計の制度
（ 1.175 ） （ 1.175

） （ 2.350 ）
有

2.225 2.225

4.500

前 年 度
（ 1.175 ） （ 1.175

） （ 2.350 ）
有

2.250 2.250
本 年 度

（ 1.175 ） （ 1.175

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）

職制上の段階，
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置６月（月分） １２月（月分）
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215,168 平成25年度から 192,066 令和2年度まで 23,102

20,893汚泥処理事業

負 担 金

兵庫東流域下水

23,102汚泥処理事業

負 担 金

11,570汚泥処理事業

負 担 金

平成24年度から 4,479 令和24年度まで 20,893

18,891

13,478 平成23年度から 10,537

兵庫東流域下水

25,372

（単位：千円）

6,787汚泥処理事業

負 担 金

兵庫東流域下水

平成17年度から

令和22年度まで 3,972

兵庫東流域下水

5,362 平成22年度から汚泥処理事業

平成18年度から

1,739

32,960

11,570

令和21年度まで 3,700

汚泥処理事業 2,941 令和23年度まで 10,537

3,972

負 担 金

令和17年度まで 6,787

1,390

44,328

3,700汚泥処理事業

負 担 金

5,439 平成21年度から

5,023

兵庫東流域下水

汚泥処理事業

負 担 金

汚泥処理事業

負 担 金

兵庫東流域下水

11,810

期　間 金　額 期　間

7,321

前 年 度 末 ま で の 支 払

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支

払 義 務 発 生 予 定 額
左 の 財 源 内 訳

企業債 その他

381,301

32,960

金　額 国県支出金

4,326

44,328

381,301

令和18年度まで

兵庫東流域下水

47,475 平成20年度から 14,515 令和20年度まで

汚泥処理事業

1,045,000 平成15年度から 663,699 令和7年度まで

兵庫東流域下水

67,988 平成19年度から 23,660

汚泥処理事業

負 担 金

負 担 金

兵庫東流域下水

負 担 金

兵庫東流域下水

4,326

令和19年度まで

事 項 限 度 額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

兵庫東流域下水

8,035 平成16年度から 3,709 令和16年度まで
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42,496汚泥処理事業

負 担 金

兵庫東流域下水

42,496 令和2年度から 令和31年度まで 42,496

17,563

兵庫東流域下水

令和26年度まで 10,377 10,377

19,79319,793令和28年度まで

負 担 金

兵庫東流域下水

11,306 平成27年度から 929汚泥処理事業

負 担 金

その他

兵庫東流域下水

12,569 平成25年度から 1,788 令和25年度まで 10,781 10,781

期　間 金　額 期　間 金　額 国県支出金 企業債

（単位：千円）

汚泥処理事業

負 担 金

汚泥処理事業

負 担 金

汚泥処理事業

左 の 財 源 内 訳

21,658

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支

令和27年度まで 21,658

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 払 義 務 発 生 予 定 額

25,307汚泥処理事業

負 担 金

兵庫東流域下水

22,509 平成28年度から 851

兵庫東流域下水

19,976

25,438 令和元年度から 131 令和30年度まで 25,307

限 度 額

平成29年度から 183

兵庫東流域下水

17,749 平成30年度から 186 令和29年度まで 17,563汚泥処理事業

負 担 金

事 項

令和32年度まで

元 金
103,600 に
利息相当額
を 加 算
し た 額

110,000

元 金
103,600 に
利息相当額
を 加 算
し た 額

汚泥処理事業

負 担 金

兵庫東流域下水 元 金
103,600 に
利息相当額
を 加 算
し た 額

令和3年度から

55,000 55,000処理場監視制御

装置更新工事

南芦屋浜下水

110,000 令和3年度
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(単位：千円）

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ア

ア

令 和 ２ 年 度 芦 屋 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 令 和 ３ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

資 産 の 部

１ 固 定 資 産

(１) 有 形 固 定 資 産

減価償却累計額 △ 215,216 1,310,810

構 築 物 25,706,718

土 地 4,881,387

建 物 1,526,026

減価償却累計額 △ 1,219,388 1,910,453

車 両 運 搬 具 5,505

減価償却累計額 △ 3,199,526 22,507,192

機 械 及 び 装 置 3,129,841

減価償却累計額 △ 2,366 7,561

有形固定資産合計 30,685,795

減価償却累計額 △ 2,568 2,937

工具器具及び備品 9,927

建 設 仮 勘 定 65,455 65,455

30,702,336

２ 流 動 資 産

(１) 現 金 預 金 886,365

(２) 無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権 16,541

無形固定資産合計 16,541

(２) 未 収 金 121,341

貸 倒 引 当 金 △ 6,130 115,211

固 定 資 産 合 計

(１) 企 業 債

建設改良等企業債 8,320,802

流 動 資 産 合 計 1,001,576

資 産 合 計 31,703,912

負 債 の 部

１ 固 定 負 債

企 業 債 合 計 8,320,802
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ア

ア

ア

ア

イ

ア

19,035

固 定 負 債 合 計 8,339,837

(２) 引 当 金

２ 流 動 負 債

(１) 企 業 債

建設改良等企業債 820,003

企 業 債 合 計

退職給付引当金 19,035

引 当 金 合 計

賞 与 引 当 金 12,655

引 当 金 合 計 12,655

流 動 負 債 合 計 1,254,511

820,003

(２) 未 払 金 420,237

(３) 引 当 金

(４) 預 り 金 1,616

繰 延 収 益 合 計 16,302,308

負 債 合 計 25,896,656

資 本 の 部

１ 資 本 金 2,197,397

３ 繰 延 収 益

(１) 長 期 前 受 金 19,435,257

(２) 収 益 化 累 計 額 △ 3,132,949

資 本 剰 余 金 合 計 2,749,584

(２) 利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金 860,275

２ 剰 余 金

(１) 資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金 2,393,688

受贈資産評価額 355,896

負 債 資 本 合 計 31,703,912

利 益 剰 余 金 合 計 860,275

剰 余 金 合 計 3,609,859

資 本 合 計 5,807,256
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注記

１ 重要な会計方針

(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

    (ｱ) 減価償却の方法 定額法による。

    (ｲ) 主な耐用年数

     建物        ８年～５０年

     構築物      １０年～６０年

     機械及び装置    ６年～２０年

     車両運搬具     ４年～ ６年

     工具器具及び備品  ４年～１７年

無形固定資産

(ｱ) 減価償却の方法 定額法による。

(ｲ) 主な耐用年数

 施設利用権    ３０年

(3)  引当金の計上方法

  ア 退職給付引当金

    職員の退職手当の支給に備えるため，当年度末における退職手当の要支給額

に相当する額を計上している。なお，他会計が負担すると見込まれる額を除き，

下水道事業が負担すると見込まれる額を計上している。

    地方公営企業法適用前である平成２９年度までの要支給額については，他会

計がその全額を負担することになっているため計上していない。

  イ 賞与引当金

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見

込額に基づき，当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を

計上している。

    また，職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費相当額について，当年

度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を賞与引当金に含めて

計上している。 

ウ 貸倒引当金
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    債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率に

より，貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収

不能見込額を計上している。

(4) 消費税及び地方消費税の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ 予定貸借対照表関連 

  貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は， 

３，６５６，３２２千円である。 

３ セグメント情報の開示

    芦屋市下水道事業では，下水道事業の単一セグメントであるため，記載を省略

している。
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１

２

３

４

５ 特 別 利 益

(１) 91 91

(２) 雑 支 出 77,596 265,691 1,549,378

経 常 利 益 587,861

(１) 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 188,095

1,815,069

営 業 外 費 用

(１) 補 助 金 502,833

(２) 長 期 前 受 金 戻 入 1,311,949

営 業 損 失 961,517

営 業 外 収 益

(７) 減 価 償 却 費 1,594,793

(８) 資 産 減 耗 費 2,100 2,673,160

(５) 受 託 事 業 費 28,123

(６) 総 係 費 120,127

(３) 南芦屋浜下水処理場費 90,446

(４) 抽 水 場 費 67,757

(２) 受 託 事 業 収 益 17,061

(４) そ の 他 営 業 収 益 3,161 1,711,643

(３) 他 会 計 負 担 金 719,781

令和元年度芦屋市下水道事業予定損益計算書

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

営 業 収 益 （単位：千円）

(１) 下 水 道 使 用 料 971,640

営 業 費 用

287

過 年 度 損 益 修 正 益

(３) 雑 収 益

(１) 管 渠 費 190,930

(２) 芦 屋 下 水 処 理 場 費 578,884
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６

７

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 576,761

当 年 度 純 利 益 576,761

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

予 備 費

(１) 予 備 費 9,091 9,091 △ 11,100

特 別 損 失

(２) 1,000

(１) 固 定 資 産 売 却 損 1,100

2,100過 年 度 損 益 修 正 損
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(単位：千円）

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

ア

ア

企 業 債 合 計 8,749,605

(１) 企 業 債

建設改良等企業債 8,749,605

流 動 資 産 合 計 810,001

資 産 合 計 32,507,130

負 債 の 部

１ 固 定 負 債

(２) 未 収 金 123,224

貸 倒 引 当 金 △ 6,130 117,094

固 定 資 産 合 計 31,697,129

２ 流 動 資 産

(１) 現 金 預 金 692,907

(２) 無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権 16,151

無形固定資産合計 16,151

減価償却累計額 △ 1,352 7,666

有形固定資産合計 31,680,978

減価償却累計額 △ 1,530 2,930

工具器具及び備品 9,018

減価償却累計額 △ 845,218 2,229,456

車 両 運 搬 具 4,460

減価償却累計額 △ 2,157,494 23,194,171

機 械 及 び 装 置 3,074,674

構 築 物 25,351,665

土 地 4,881,387

建 物 1,521,481

令 和 元 年 度 芦 屋 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 令 和 ２ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

資 産 の 部

１ 固 定 資 産

(１) 有 形 固 定 資 産

減価償却累計額 △ 156,113 1,365,368
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ア

ア

ア

ア

イ

ア

負 債 資 本 合 計 32,507,130

利 益 剰 余 金 合 計 576,761

剰 余 金 合 計 3,326,345

資 本 合 計 5,523,742

資 本 剰 余 金 合 計 2,749,584

(２) 利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金 576,761

２ 剰 余 金

(１) 資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金 2,393,688

受贈資産評価額 355,896

繰 延 収 益 合 計 17,046,099

負 債 合 計 26,983,388

資 本 の 部

１ 資 本 金 2,197,397

３ 繰 延 収 益

(１) 長 期 前 受 金 19,295,081

(２) 収 益 化 累 計 額 △ 2,248,982

賞 与 引 当 金 13,659

引 当 金 合 計 13,659

流 動 負 債 合 計 1,177,053

834,129

(２) 未 払 金 327,649

(３) 引 当 金

(４) 預 り 金 1,616

２ 流 動 負 債

(１) 企 業 債

建設改良等企業債 834,129

企 業 債 合 計

退職給付引当金 10,631

引 当 金 合 計 10,631

固 定 負 債 合 計 8,760,236

(２) 引 当 金
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注記

１ 重要な会計方針

(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

    (ｱ) 減価償却の方法 定額法による。

    (ｲ) 主な耐用年数

     建物        ８年～５０年

     構築物      １０年～６０年

     機械及び装置    ６年～２０年

     車両運搬具     ４年～ ６年

     工具器具及び備品  ４年～１７年

無形固定資産

(ｱ) 減価償却の方法 定額法による。

(ｲ) 主な耐用年数

 施設利用権    ３０年

(3)  引当金の計上方法

  ア 退職給付引当金

    職員の退職手当の支給に備えるため，当年度末における退職手当の要支給額

に相当する額を計上している。なお，他会計が負担すると見込まれる額を除き，

下水道事業が負担すると見込まれる額を計上している。

    地方公営企業法適用前である平成２９年度までの要支給額については，他会

計がその全額を負担することになっているため計上していない。

  イ 賞与引当金

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見

込額に基づき，当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を

計上している。

    また，職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費相当額について，当年

度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を賞与引当金に含めて

計上している。 

ウ 貸倒引当金
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    債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率に

より，貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収

不能見込額を計上している。

(4) 消費税及び地方消費税の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ 予定貸借対照表関連 

  貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は， 

３，８３３，４９３千円である。 

３ セグメント情報の開示

    芦屋市下水道事業では，下水道事業の単一セグメントであるため，記載を省略

している。
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